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平
成
17
年
度
予
算
案
が
3
月
定
例
市
議
会
で
可
決
さ

れ
ま
し
た
。
新
年
度
予
算
に
つ
い
て
は
、
厳
し
い
財
政

事
情
の
中
で
も
市
民
生
活
に
必
要
な
予
算
を
確
保
し
つ

つ
、
新
た
な
ま
ち
づ
く
り
を
目
指
し
た
予
算
編
成
を
行

い
ま
し
た
。「
新
生
成
田
の
創
造
」
を
目
指
す
、
17
年
度

当
初
予
算
と
主
要
な
事
業
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

新
生
成
田
の
創
造
に

総
額
で
6
2
3
億
円

平
成
17
年
度
当
初
予
算
の
概
要

最
少
の
経
費
で
最
大
の
効
果
を
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わ
が
国
の
経
済
は
、
民
間
需
要
中
心
に
緩
や

か
に
回
復
を
続
け
る
と
見
込
ま
れ
、
雇
用
・
所

得
環
境
は
改
善
の
兆
し
が
見
ら
れ
る
も
の
の
、
個

人
消
費
に
つ
い
て
は
下
落
基
調
が
続
い
て
お
り
、

緩
や
か
な
デ
フ
レ
状
況
が
継
続
す
る
な
ど
、
依

然
と
し
て
厳
し
い
情
勢
に
あ
り
ま
す
。

本
市
に
お
い
て
も
、
税
収
の
伸
び
は
期
待
で
き

な
い
状
況
に
あ
り
、
さ
ら
に
国
の
三
位
一
体
の
改

革
、
県
の
厳
し
い
財
政
状
況
を
反
映
し
て
の
国

庫
・
県
補
助
金
の
縮
減
に
よ
り
、
今
後
の
財
政
運

営
は
一
層
厳
し
い
状
況
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
中
、
第
四
次
行
政
改
革
大
綱
の

推
進
に
努
め
る
と
と
も
に
、
最
終
年
に
当
た
る

第
六
次
総
合
五
か
年
計
画
を
中
心
に
、『
空
港
を

活
用
し
た
ま
ち
づ
く
り
』、『
先
進
的
な
環
境
都
市

を
目
指
し
た
ま
ち
づ
く
り
』、『
安
全
で
安
心
し
て

暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
』、『
活
力
あ
る
観
光
・
産

業
の
ま
ち
づ
く
り
』、『
人
材
を
育
み
、
文
化
の
振

興
を
図
る
ま
ち
づ
く
り
』、『
充
実
し
た
保
健
・
医

療
・
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
』の
六
つ
の
重
点
目
標

に
加
え
、『
市
町
村
合
併
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
』

を
柱
に
各
種
事
業
の
緊
急
性
、
優
先
度
を
考
慮

し
、
一
層
の
経
費
節
減
を
図
る
と
と
も
に
、
財

政
の
健
全
性
の
確
保
と
効
率
的
な
財
政
運
営
に

考
慮
し
な
が
ら
、
平
成
17
年
度
予
算
を
編
成
し

ま
し
た
。

市
の
会
計
は
、
一
般
会
計
と
、
国
民
健
康
保

険
や
下
水
道
事
業
な
ど
特
定
の
事
業
を
行
う
五

つ
の
特
別
会
計
、
そ
れ
と
水
道
事
業
を
行
う
一

つ
の
企
業
会
計
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

今
年
度
の
当
初
予
算
総
額
は
６
２
３
億
１
、８

２
６
万
円
で
、
そ
の
内
訳
は
、
一
般
会
計
４
３

３
億
円
、
特
別
会
計
が
５
会
計
で
１
６
４
億
８
、

８
９
６
万
円
、
水
道
事
業
会
計
が
25
億
２
、９
３

０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
前
年
度
と
比
べ
る

と
、
一
般
会
計
で
６
億
円（
１
・
４
％
）の
増
額
と

な
り
ま
し
た
が
、
こ
れ
は
成
田
新
高
速
鉄
道
ア

ク
セ
ス
事
業
お
よ
び
公
津
の
杜
小
学
校
、
美
郷

台
小
学
校
、
久
住
中
学
校
建
設
な
ど
の
事
業
費

が
増
加
し
た
た
め
で
す
。

歳
入
で
一
番
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
る
の

が
市
税
で
２
４
４
億
２
、０
６
５
万
円
、
全
体
の

56
・
４
％
に
上
り
ま
す
。
市
税
は
皆
さ
ん
が
納
め

る
税
金
で
、
市
民
税
や
固
定
資
産
税
、
軽
自
動

車
税
な
ど
で
す
。

次
に
多
い
国
庫
支
出
金
は
成
田
市
が
行
う
事

業
に
対
し
て
、
国
が
市
に
交
付
す
る
補
助
金
な

ど
で
、
昨
年
よ
り
８
、１
８
４
万
円（
２
・
１
％
）

の
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
て
い
ま
す
。

３
番
目
の
市
債
は
、
建
設
事
業
な
ど
を
行
う

た
め
に
市
が
計
画
的
に
借
り
入
れ
て
い
る
お
金

で
、
こ
れ
も
昨
年
に
比
べ
３
億
１
、１
３
０
万
円

（
７
・
８
％
）少
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。

前
年
に
比
べ
マ
イ
ナ
ス
ま
た
は
横
ば
い
の
項

目
が
多
い
中
で
、「
そ
の
他
」が
10
億
６
、３
７
６

万
円（
40
・
８
％
）の
増
加
と
な
っ
た
た
め
、
全
体

で
は
６
億
円（
１
・
４
％
）の
増
額
と
な
り
ま
し

た
。

「
そ
の
他
」
は
繰
入
金
な
ど
で
す
。

歳
出
で
は
昨
年
３
番
目
だ
っ
た
教
育
費
が
85

億
７
、２
７
２
万
円（
19
・
９
％
）で
ト
ッ
プ
の
金

額
と
な
っ
て
い
ま
す
。
昨
年
に
比
べ
11
億
５
、２

０
２
万
円（
15
・
５
％
）増
加
で
す
が
、
こ
れ
は
前

出
の
３
校
の
建
設
に
よ
る
も
の
で
す
。

２
番
目
は
昨
年
に
続
い
て
民
生
費
で
、
78
億

４
、１
５
６
万
円（
18
・
１
％
）で
す
。
福
祉
や
医

療
に
使
わ
れ
る
予
算
で
、
医
療
施
設
や
子
育
て

支
援
施
設
な
ど
の
充
実
と
、
高
齢
者
や
障
が
い

者
福
祉
を
向
上
さ
せ
て
い
き
ま
す
。
少
子
高
齢

化
社
会
へ
と
向
か
う
中
、
年
々
増
加
し
て
い
る

予
算
の
一
つ
で
す
。

皆
さ
ん
の
生
活
に
密
着
し
た
道
路
や
下
水
道
、

公
園
な
ど
の
整
備
を
進
め
る
土
木
費
は
73
億
５
、

５
７
９
万
円（
17
・
０
％
）で
こ
れ
ら
に
続
き
ま

す
。
今
年
度
中
に
開
通
予
定
の
都
市
計
画
道
路
・

郷
部
線
や
こ
れ
に
接
続
す
る
馬
橋
竹
下
線
の
整

備
、
京
成
成
田
駅
前
地
区
の
架
空
線
地
中
化
事

業
な
ど
を
行
い
ま
す
。

事
業
の
内
容
に
つ
い
て
は
６
・
７
ペ
ー
ジ
の

「
重
点
目
標
別
の
主
な
事
業
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

433億円
一般会計とは、市の基本
的な行政を行うための会計
です。主な事業は6・7ペー
ジをご覧ください。

164億8,896万円
特別会計とは、特定事業
を行う場合に一般会計と区
分して経理する必要のある
ときに設ける会計をいいま
す。本市では次の5会計が設
けられています。

"国民健康保険 ……65億7,998万円
被保険者の疾病、負傷、出産、死亡など
に際し、必要な保険給付を行います。

"下水道事業 ………23億8,627万円
都市排水施設の整備を行い、市民生活の
環境整備を図ることを目的としています。

"公設地方卸売市場 …2億5,564万円
青果物、水産物、生鮮食料品などを安定
した価格で供給し、市民生活の向上を図
ります。

"老人保健 …………45億2,200万円
老人医療受給者に、医療費を給付するこ
とを目的としています。

"介護保険 …………27億4,507万円
被保険者の要介護度などに応じて、必要
な保険給付を行います。

25億2,930万円
企業会計として「水道事業
会計」があります。

・水道事業収益（収益的収入）
……………………………18億2,564万円
・水道事業費用（収益的支出）
……………………………16億5,118万円
・資本的収入………………2億4,161万円
・資本的支出………………8億7,812万円

会計別予算の内訳 六
つ
の
重
点
目
標
を
柱
に

一
般
会
計
は
１
・
４
％
の
増

歳
入
の
半
分
は
市
税

歳
出
の
ト
ッ
プ
は
教
育
費
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市
民
の
皆
さ
ん
が
今
年
度
に
納
め
る
予

定
の
市
税
の
内
訳
は
下
欄
の
イ
ラ
ス
ト
が

示
す
と
お
り
で
す
。
こ
れ
を
一
人
当
た
り

に
換
算
す
る
と
24
万
６
、５
９
３
円
に
な

り
ま
す
。
内
訳
の
ト
ッ
プ
は
固
定
資
産
税

で
１
５
２
億
９
、６
９
５
万
円
。
次
い
で

市
民
税
78
億
１
３
２
万
円
、
市
た
ば
こ
税

９
億
９
、７
１
９
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

成
田
市
の
市
民
税
は
他
市
よ
り
高

い
と
聞
き
ま
し
た
が
？

個
人
の
市
民
税
は
、
税
を
負
担
す

る
人
が
均
等
に
納
め
る「
均
等
割
」

と
、
所
得
に
応
じ
て
収
め
る「
所
得
割
」が

あ
り
ま
す
。

「
均
等
割
」に
つ
い
て
は
、
平
成
15
年

度
ま
で
市
町
村
の
人
口
規
模
に
よ
り
年
額

２
、
０
０
０
円
、
２
、
５
０
０
円
、
３
、

０
０
０
円
の
３
段
階
に
な
っ
て
い
ま
し
た

が
、
平
成
16
年
か
ら
は
全
て
３
、
０
０
０

円
に
統
一
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、「
所
得

割
」の
算
出
方
法
・
税
率
も
、
標
準
税
率

と
呼
ば
れ
る
税
率
を
適
用
し
て
い
ま
す
の

で
、
ほ
ぼ
全
国
一
律
で
す
。

こ
の
よ
う
に
、
成
田
市
が
他
市
と
比
べ

て
市
民
税
が
高
い
と
い
う
こ
と
は
あ
り
ま

せ
ん
。

予算の内訳

市
民
一
人
が
納
め
る
市
税
は

約
25
万
円
で
す

歳入に占める
市税の内訳

個人市民税
50億5,000万円

市たばこ税
9億9,719万円

その他市税（軽自動車税など）
1億2,915万円

固定資産税
152億9,695万円

法人市民税
27億5,132万円

都市計画税
1億9,604万円

市民一人当たりが
負担する税額
………246,593円
市税予算額÷平成17年3月1日
現在人口（99,032人）

QA

教育費　19.9％ 
85億7,272万円 

市税　市税　56.4％ 
244億2,065万円万円 
（内訳下欄）（内訳下欄） 

市税　56.4％ 
244億2,065万円 
（内訳下欄） 

国庫支出金　8.6％ 
37億3,482万円 

市債　8.5％ 
36億6,260万円 

諸収入　5.8％ 
25億0,101万円 

地方消費税交付金　3.5％ 
15億円 

分担金及び負担金　2.4％ 
10億5,220万円 

使用料及び手数料　2.2％ 
9億6,049万円 

県支出金　2.1％　9億2,214万円 その他　8.5％　36億7,409万円 

自動車取得税交付金　0.6％　2億7,300万円 地方特例交付金　1.4％　5億9,900万円 

歳入 
433億円 
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市民
1人当たりの
歳出内訳

教育費…86,565円土木費…74,277円衛生費…47,707円消防費…20,601円
農林水産業費
………9,903円

その他…5,539円

民生費…79,182円総務費…66,162円公債費…33,252円商工費…14,044円

市民一人当たりに使われるお金…437,232円
一般会計当初予算額（433億円）÷平成17年3月1日現在人口（99,032人）

市
民
の
皆
さ
ん
に
今
年
度
い
く
ら
使
わ

れ
る
予
定
か
を
、
下
欄
に
イ
ラ
ス
ト
で
示

し
て
み
ま
し
た
。
市
民
一
人
当
た
り
43
万

７
、２
３
２
円
に
な
り
ま
す
。
内
訳
で
一

番
多
い
の
は
、
教
育
費
で
８
万
６
、５
６

５
円
、
次
い
で
民
生
費
７
万
９
、１
８
２

円
、
そ
し
て
土
木
費
７
万
４
、２
７
７
円

の
順
に
な
っ
て
い
ま
す
。

市
民
一
人
当
た
り
の
負
担
額（
税
金
）が

24
万
６
、５
９
３
円
で
、
使
わ
れ
る
お
金
が

43
万
７
、２
３
２
円
で
す
か
ら
差
し
引
き
19

万
６
３
９
円
の
不
足
と
な
り
ま
す
。
不
足

分
に
つ
い
て
は
、
国
や
県
か
ら
の
支
出
金

や
市
債
な
ど
で
賄
わ
れ
ま
す
。

予
算
は
ど
う
や
っ
て
出
来
上
が
っ

て
い
く
の
で
す
か
？

成
田
市
で
は
各
担
当
課
か
ら
予
算

の
要
求
を
受
け
て
、
財
政
課
が
聞

き
取
り
な
ど
に
よ
り
内
容
を
よ
く
把
握

し
、
検
討
し
た
上
で
、
消
耗
品
や
光
熱
水

費
な
ど
の
経
常
経
費
に
つ
い
て
は
あ
る
程

度
確
定
さ
せ
ま
す
。
政
策
的
経
費
に
つ
い

て
は
、
課
長
、
部
長
、
市
長
の
順
に
査
定

し
て
決
定
し
ま
す
。

予
算
書
が
で
き
る
ま
で
は
約
４
カ
月
か

か
り
ま
す
。
こ
れ
を
３
月
議
会
で
審
議

し
、
可
決
さ
れ
る
と
正
式
に
新
年
度
予
算

が
成
立
し
ま
す
。

市
民
一
人
に

約
44
万
円
使
わ
れ
ま
す

QA

教育費　教育費　19.9％ 
85億7,272万円万円 
教育費　19.9％ 
85億7,272万円 

市税　56.4％ 
244億2,065万円 
（内訳下欄） 

民生費　18.1％ 
78億4,156万円 

土木費　17.0％ 
73億5,579万円 

総務費　15.1％ 
65億5,214万円 

衛生費　10.9％ 
47億2,451万円 

公債費　7.6％ 
32億9,306万円 

消防費　4.7％ 
20億4,017万円 

商工費　3.2％ 
13億9,077万円 

農林水産業費　2.3％　9億8,077万円 

その他　1.2％　5億4,851万円 

歳出 
433億円 
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犯罪からまちを守る防犯パトロール

景観が整備された表参道

4 活力ある観光・産業の
まちづくり

水田営農推進事業 …………………………………6,640万円
農道整備事業 ………………………………………7,000万円
排水路整備事業 …………………………………1億9,200万円
県営かんがい排水事業補助金 ……………………4,305万円
中小企業資金融資預託金………………………………10億円
中心市街地活性化事業 ………………………………420万円
表参道整備事業 …………………………………1億0,217万円
上町地区のセットバック事業、仲町地区の重要保全建築
物の補修費に対する補助を行います。

観光活性化推進調査事業 ……………………………400万円
通年型観光地づく
りを目指し、観光
活性化推進調査を
行います。

6 充実した保健・医療・福祉の
まちづくり

保健福祉館管理運営事業 …………………………7,394万円
急病診療所事業 …………………………………1億0,202万円
児童ホーム整備事業 ………………………………5,446万円
平成18年4月開校予定の公津の杜小学校に併設する児童
ホームの建設、平成19年4月開校予定の美郷台小学校に
併設する児童ホームの基本・実施設計を行います。

児童ホーム運営事業 ………………………………7,574万円
4月開所の吾妻児童ホームを含め10園について、保育時
間を30分延長して午後7時まで運営します。

子育て支援事業 ……………………………………2,530万円
ニュータウンの「子ども館」に加えて、7月オープン予定の
三里塚複合施設内に「子育て支援センター」を開設します。

成田赤十字病院増改築工事助成事業 …………………5億円
障害者小規模福祉作業所運営費補助事業 ………1,750万円
高齢者等配食サービス事業 ………………………4,478万円
乳幼児医療対策事業 ……………………………1億2,044万円
老人保健福祉計画策定事業 …………………………500万円
介護保険事業計画策定事業 …………………………350万円

5 人材を育み、文化の振興を
図るまちづくり

個性を生かす教育推進事業 ……………………1億5,211万円

久住中学校建設事業 …………………………17億9,368万円
平成18年度中の完成を目指し、用地の取得および校舎を建
設します。

美郷台小学校建設事業 …………………………6億6,954万円
平成19年4月開校を目指し、校舎を建設します。

公津の杜小学校建設事業 ……………………15億2,412万円
平成18年4月開
校に向けて、校
舎および屋内運
動場、プールを
建設します。

外国人英語講師派遣事業 …………………………6,004万円
英語科研究開発事業 ………………………………6,218万円
国際文化会館施設整備事業 ………………………2,515万円
全国高等学校総合体育大会開催事業 ……………9,366万円
8月に開催される全国高等学校総合体育大会の柔道、ソフ
トボール、卓球の競技が本市で行われるため、運営経費の
一部を負担します。

ITボランティア養成事業 ……………………………228万円

3 安全で安心して暮らせる
まちづくり

防災対策事業 ………………………………………1,214万円
総合防災・航空機災害訓練や防災用品の備蓄および新た
に各避難所に非常用仮設トイレを配備します。

防犯啓発事業 ………………………………………1,280万円
防犯灯整備・維持事業 ……………………………5,718万円
急傾斜地崩壊対策事業 …………………………1億8,600万円
橋梁耐震補強事業 …………………………………7,540万円
準用河川整備事業 ………………………………1億2,795万円
消防車両整備事業 …………………………………3,507万円
消防水利整備事業 …………………………………8,902万円
（仮称）公津分署整備事業 …………………………1,236万円
江弁須地先に消防分署を建設するため、実施設計を行い
ます。

工事が進む公津の杜小学校

三里塚複合施設には子育て支援センターも
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成田新高速鉄道アクセス事業 ………………10億7,904万円
航空機騒音地域補助事業 …………………………5,834万円
民家防音家屋等維持管理費補助事業 …………2億5,738万円
成田空港周辺環境整備推進事業 …………………1,800万円
芝山鉄道補助事業 …………………………………6,000万円
騒音地域集会所建設費補助事業 …………………1,000万円
都市計画策定事業 …………………………………3,235万円
架空線地中化事業 ………………………………1億2,351万円
京成成田駅西口広場約2,000m2及び並木町土屋線約160m区
間の架空線を地中化します。

久住近隣公園整備事業 ……………………………5,150万円
郷部線整備事業（都市計画道路3・3・4号）
…………………………………………………16億1,301万円
ニュータウンと国道51号を結ぶ総延長840m、平成18年3月
完成を目指します。

馬橋竹下線整備事業（都市計画道路3・4・8号）
……………………………………………………2億3,294万円
郷部線と一体的に整備し、平成18年3月完成を目指します。
ニュータウン中央線整備事業（都市計画道路3・3・3号）
………………………………………………………2,000万円

1 空港を活用したまちづくり 2 先進的な環境都市を目指した
まちづくり

コミュニティバス運行事業 ………………………6,300万円
騒音地区と市街地の公共公益施設を結ぶバスを運行し、市
民の交通の利便を図ります。

久住駅前駐輪場整備事業 …………………………2,504万円
三里塚複合施設管理運営事業 ……………………2,540万円
7月オープン予定のコミュニティセンター的機能を有する
三里塚複合施設を管理運営します。

新清掃工場整備事業 ………………………………8,027万円
新たな清掃工場の建設に向けた、環境影響評価調査、施設
整備計画及び関連付帯施設の基本構想を策定します。

ISO14001認証取得事業 ………………………………815万円
環境負荷の低減を図るため、環境マネジメントシステム
の国際規格である「ISO14001」の認証を取得します。

公害調査事業 ………………………………………3,464万円
合併処理浄化槽設置整備補助事業 ………………8,060万円
道路維持補修事業 ………………………………5億7,349万円
市道整備事業 …………………………………13億2,759万円
公津西特定土地区画整理事業 …………………2億9,304万円
江川雨水2号支線整備事業 ……………………1億4,400万円

成田新高速鉄道の開通がまたれるウイング土屋地区

コミュニティバス

今年度中に完成予定の郷部線（囲護台側）

※平成17年度予算についてくわしくは財政課
（120-1512）へ。


